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回次
第132期

第３四半期連結
累計期間

第133期
第３四半期連結

累計期間
第132期

会計期間

自2022年
　４月１日
至2022年
　12月31日

自2023年
　４月１日
至2023年
　12月31日

自2022年
　４月１日
至2023年
　３月31日

売上高 （千円） 6,559,769 7,208,405 8,802,961

経常利益 （千円） 1,117,573 1,430,749 1,405,866

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 654,985 1,142,809 878,232

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 749,635 1,483,928 946,376

純資産額 （千円） 9,780,180 11,185,345 9,829,721

総資産額 （千円） 20,718,763 20,980,455 20,276,939

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 341.24 617.95 459.69

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 47.1 53.2 48.4

回次
第132期

第３四半期連結
会計期間

第133期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自2022年
　10月１日
至2022年

　12月31日

自2023年
　10月１日
至2023年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 157.61 242.64

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、第２四半期連結会計期間において、株式会社神奈川精工の株式取得により子会社化したため、連結の範囲に

含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 (１) 財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、コロナ後の経済活動の正常化が一段と進み、設備投資や個人

消費に持ち直しの動きが見られるなど、緩やかな回復基調を維持したものの、資源・原材料価格の高騰、物価上昇

の長期化、為替相場の急激な変動等の影響もあり、依然として予断を許さない状況が続いております。

　また、世界経済は、ウクライナや中東地域をめぐる情勢不安、長期化する世界的な金融引き締めの影響、中国経

済の先行き懸念等の海外経済の下振れ要因も並存しており、先行きは一段と不透明感を増しております。

　このような状況のもと、当第３四半期連結累計期間の業績は、北米市場向け販売が、第３四半期以降は在庫調整

の影響等もあり一時的に落ち込んだものの、第２四半期までは堅調に推移したこと等により、連結売上高は72億８

百万円（前年同期比9.9％増加）となりました。

　損益につきましては、売上高の増加や為替相場が想定よりも円安基調で推移したこと等により、営業利益は11億

４百万円（同25.8％増加）、経常利益は14億３千万円（同28.0％増加）、親会社株主に帰属する四半期純利益は11

億４千２百万円（同74.5％増加）となりました。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

　なお、第２四半期連結会計期間において、株式会社神奈川精工の株式を取得し、新たに連結の範囲に含めたこと

により、当第３四半期連結会計期間より報告セグメントとして新たに「産業機器事業」を追加しております。ま

た、「産業機器事業」については、前年同四半期連結累計期間の実績がないため、比較情報を記載しておりませ

ん。

　ガス機器事業は、受託実験の増加や中国市場向け製品の販売増加等により、売上高は25億６千１百万円（同

5.8％増加）となりましたが、新商品の立上げに伴う投資負担等もありセグメント利益は２億３千９百万円（同

27.9％減少）となりました。

　汎用機器事業は、主要マーケットである米国市場の販売増加等により、売上高は33億５千２百万円（同8.2％増

加）、セグメント利益は７億３千８百万円（同133.7％増加）となりました。

　自動車機器事業は、フォークリフト向けキャブレターの販売増加等により、売上高は６億８千４百万円（同

9.0％増加）となりましたが、電動系新商品の開発費の先行負担等もありセグメント損失は２億８百万円（前年同

期は８千２百万円の損失）となりました。

　産業機器事業は、売上高は１億７千万円、セグメント利益は４百万円となりました。

　不動産賃貸事業は、売上高は４億３千９百万円（同6.5％増加）、セグメント利益は３億３千万円（同5.8％増

加）となりました。

　資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。

（資産の部）

　当第３四半期連結会計期間末における総資産の残高は209億８千万円と、前連結会計年度末と比べて７億３百万

円増加しました。主な増減項目は、のれんの増加（７億８千８百万円）、仕掛品の増加（２億５千８百万円）、建

設仮勘定の増加（２億５千８百万円）、投資有価証券の増加（１億９千８百万円）、現金及び預金の減少（５億８

千４百万円）、売掛金の減少（１億５千万円）、その他流動資産の減少（１億１千７百万円）であります。

（負債の部）

　当第３四半期連結会計期間末における負債の残高は97億９千５百万円と、前連結会計年度末と比べて６億５千２

百万円減少しました。主な増減項目は、未払法人税等の増加（２億１千万円）、短期借入金の増加（１億１千万

円）、その他固定負債の減少（３億９千５百万円）、長期借入金の減少（２億５千６百万円）、設備関係支払手形

の減少（１億６千３百万円）、退職給付に係る負債の減少（８千２百万円）であります。
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（純資産の部）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は111億８千５百万円と、前連結会計年度末と比べて13億５

千５百万円増加しました。主な増減項目は、利益剰余金の増加（９億９千４百万円）、為替換算調整勘定の増加

（２億４千万円）であります。

 (２) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「コーポレート・ガバナンスの状

況等」中の当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について重要な変更はありま

せん。

 (３) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 (４) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 (５) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、163,106千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
　 (2023年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(2024年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,000,000 2,000,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 2,000,000 2,000,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2023年10月１日～

2023年12月31日
－ 2,000,000 － 500,000 － 26,902

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

2023年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 146,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,850,000 18,500 －

単元未満株式 普通株式 3,100 － －

発行済株式総数 2,000,000 － －

総株主の議決権 － 18,500 －

①【発行済株式】

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が６百株（議決権の数６個）含

まれております。

2023年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ニッキ
神奈川県厚木市

上依知3029番地
146,900 － 146,900 7.35

計 － 146,900 － 146,900 7.35

②【自己株式等】

（注）自己株式は、2023年７月28日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、9,500株減少してお

ります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,675,856 4,091,196

売掛金 1,737,785 1,587,580

電子記録債権 187,488 ※ 171,854

商品及び製品 1,464,870 1,399,385

仕掛品 1,144,668 1,402,847

原材料及び貯蔵品 95,294 96,678

その他 450,775 333,204

貸倒引当金 △4,292 △3,718

流動資産合計 9,752,447 9,079,028

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,460,564 6,375,112

機械装置及び運搬具（純額） 600,609 618,943

建設仮勘定 1,052,886 1,311,752

その他（純額） 701,292 724,411

有形固定資産合計 8,815,352 9,030,220

無形固定資産

のれん － 788,857

その他 52,861 52,787

無形固定資産合計 52,861 841,644

投資その他の資産

投資有価証券 1,531,697 1,730,500

その他 124,578 299,060

投資その他の資産合計 1,656,276 2,029,560

固定資産合計 10,524,491 11,901,426

資産合計 20,276,939 20,980,455

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 399,017 402,729

電子記録債務 401,670 404,780

短期借入金 3,509,188 3,619,188

未払法人税等 14,314 224,625

賞与引当金 144,922 76,728

設備関係支払手形 194,190 30,750

その他 498,389 486,415

流動負債合計 5,161,691 5,245,217

固定負債

長期借入金 3,858,554 3,601,663

退職給付に係る負債 450,529 367,530

その他 976,442 580,699

固定負債合計 5,285,525 4,549,892

負債合計 10,447,217 9,795,109

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 49,175 49,175

利益剰余金 8,489,291 9,483,897

自己株式 △327,669 △307,771

株主資本合計 8,710,797 9,725,302

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 804,325 904,322

為替換算調整勘定 291,189 531,516

退職給付に係る調整累計額 △504 △1,920

その他の包括利益累計額合計 1,095,010 1,433,917

非支配株主持分 23,913 26,125

純資産合計 9,829,721 11,185,345

負債純資産合計 20,276,939 20,980,455
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年12月31日)

売上高 6,559,769 7,208,405

売上原価 4,469,278 4,851,868

売上総利益 2,090,490 2,356,536

販売費及び一般管理費 1,212,220 1,251,891

営業利益 878,269 1,104,645

営業外収益

受取利息 15,342 22,879

受取配当金 44,633 47,529

為替差益 198,654 296,095

その他 13,021 14,873

営業外収益合計 271,652 381,377

営業外費用

支払利息 32,342 54,507

その他 6 766

営業外費用合計 32,348 55,273

経常利益 1,117,573 1,430,749

特別利益

固定資産売却益 391,444 715

違約金収入 － 90,396

特別利益合計 391,444 91,111

特別損失

固定資産除売却損 114,127 1,150

環境対策費 34,380 2,050

本社移転費用引当金繰入額 248,207 －

本社移転費用 161,719 －

ゴルフ会員権売却損 － 2,614

特別損失合計 558,434 5,814

税金等調整前四半期純利益 950,582 1,516,046

法人税等 295,557 372,902

四半期純利益 655,025 1,143,143

非支配株主に帰属する四半期純利益 39 334

親会社株主に帰属する四半期純利益 654,985 1,142,809

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年12月31日)

四半期純利益 655,025 1,143,143

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △102,697 99,997

為替換算調整勘定 206,806 242,203

退職給付に係る調整額 △9,499 △1,416

その他の包括利益合計 94,610 340,784

四半期包括利益 749,635 1,483,928

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 747,186 1,481,716

非支配株主に係る四半期包括利益 2,449 2,211

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　第２四半期連結会計期間において、株式会社神奈川精工の株式取得により子会社化したため、連結の範囲に含

めております。なお、2023年９月30日をみなし取得日としており、第２四半期連結会計期間においては貸借対照

表のみ連結し、当第３四半期連結会計期間より損益計算書についても連結しております。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　　税金費用につきましては、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2023年12月31日）

電子記録債権 －千円 9,882千円

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形等の金額は、次の

とおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年12月31日）

減価償却費 381,870千円 427,260千円

のれんの償却額 － 25,447

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

- 11 -



 決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 133,907 70 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

 決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 147,485 80 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

　(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

　(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（単位：千円）

ガス機器
事業

汎用機器
事業

自動車機
器事業

不動産賃
貸事業

合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)

売上高

日本 1,862,548 101,545 401,155 － 2,365,249 － 2,365,249

米国 292,720 2,829,183 7,633 － 3,129,538 － 3,129,538

中国 104,323 155,193 683 － 260,201 － 260,201

韓国 61,839 7,103 548 － 69,491 － 69,491

その他 99,282 5,336 217,743 － 322,361 － 322,361

顧客との契約から生

じる収益
2,420,715 3,098,363 627,763 － 6,146,842 － 6,146,842

その他の収益 － － － 412,927 412,927 － 412,927

外部顧客への売上高 2,420,715 3,098,363 627,763 412,927 6,559,769 － 6,559,769

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 2,420,715 3,098,363 627,763 412,927 6,559,769 － 6,559,769

セグメント利益又は損

失（△）
332,470 315,802 △82,920 312,918 878,269 － 878,269

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び重要な負ののれん発生益の認識は

ありません。

- 13 -



（単位：千円）

ガス機器
事業

汎用機器
事業

自動車機
器事業

産業機器
事業

不動産賃
貸事業

合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)

売上高

日本 1,822,448 103,871 429,489 170,172 － 2,525,981 － 2,525,981

米国 313,754 3,093,628 34,616 － － 3,441,998 － 3,441,998

中国 175,886 123,154 － － － 299,041 － 299,041

韓国 115,494 21,129 474 － － 137,097 － 137,097

その他 134,128 10,603 219,905 － － 364,637 － 364,637

顧客との契約から生

じる収益
2,561,712 3,352,386 684,485 170,172 － 6,768,756 － 6,768,756

その他の収益 － － － － 439,649 439,649 － 439,649

外部顧客への売上高 2,561,712 3,352,386 684,485 170,172 439,649 7,208,405 － 7,208,405

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 2,561,712 3,352,386 684,485 170,172 439,649 7,208,405 － 7,208,405

セグメント利益又は

損失（△）
239,736 738,012 △208,209 4,141 330,964 1,104,645 － 1,104,645

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．第２四半期連結会計期間において、株式会社神奈川精工の株式取得により子会社化したため、連結の範

囲に含めております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第２四半期連結会計期間において、株式会社神奈川精工の株式取得により子会社化したため、連結の範囲

に含めております。これに伴い、当第３四半期連結会計期間より「産業機器事業」を新たに報告セグメント

に追加しております。なお、第２四半期連結会計期間は、貸借対照表のみを連結しております。

この報告セグメントの変更が、前第３四半期連結会計期間のセグメント情報に与える影響はありません。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失の認識）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　第２四半期連結会計期間において、株式会社神奈川精工の株式を取得し、新たに連結の範囲に含めたことに

より、「産業機器事業」にてのれんが発生しております。当該事象によるのれんの金額は、当第３四半期連結

会計期間末においては788,857千円であります。

（重要な負ののれんの発生益の認識）

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年12月31日）

   １株当たり四半期純利益金額 341円24銭 617円95銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 654,985 1,142,809

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
654,985 1,142,809

普通株式の期中平均株式数（株） 1,919,442 1,849,370

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2024年２月14日

株式会社ニッキ

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田尻　慶太　　　　　印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 花輪　大資　　　　　印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニッキ

の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年12月31

日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッキ及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に

おいて認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



(注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

(注）２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　以　上


